
　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

相談・通告等による把握児童数

実績 1,338 1,526 1,545 - -

送致や通告、調査、施設入所措置、斡旋、助言等

2

児童虐待把握件数
人

目標 1,300 1,300 1,500 1,500 1,500

3,500

実績 2,723 3,196 3,441 - -

児童虐待防止の支援体制づくりの連絡調整会議数とケース会議数

成
果
指
標

1

相談処理件数
件

目標 2,800 3,000 3,196 3,500

実績 785 957 992 - -

面接相談、電話相談、家庭訪問による延べ相談件数

2

要保護児童対策地域協議会、実務
者会議等 回

目標 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000

23,000 23,000

実績 18,567 19,714 23,070 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

相談件数
件

目標 18,000 18,000 20,000

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

4.45

嘱　託 13.00 12.00 11.70 12.09 12.09
職員数
の内訳

正　規 3.75 3.60 3.95 4.45

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 16.75 15.60 15.65 16.54 16.54

一般財源 99,441 84,234 90,997 99,740 99,403

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

5,270 4,959 4,901 4,556 4,556事業費
の財源
内　訳

  国　 6,285 16,591 17,090 16,538 16,538

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 110,996 105,784 112,988 120,834 120,497

48,401

人 件 費 Ｂ 68,040 63,820 68,704 72,096 72,096

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 42,956 41,964 44,284 48,738

成　　果 保護者の育児不安等が軽減するよう相談支援を行う。その家族全体を支援する体制を作る。継続した訪問等によ
る子どもと保護者の支援。関係機関と連携し児童虐待の早期発見・早期対応及び未然防止を目指す。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 妊産婦と１８歳未満の子どもとその保護者。

（何又は誰を）

手　　段 面接・訪問・電話等で相談に応じ、子どもと保護者への支援を行う。児童虐待に対し、要保護児童対策地域協議
会を中心にケース会議等で関係機関と連携・協働し、子どもと保護者への支援・見守りを行う。

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

昭和４３年より、市内の児童に係る家庭での適正な養育、福祉向上のため家庭相談員が専門的に相談指導に当たっている。
近年、核家族化や地域関係の希薄化により児童や家庭の問題が増加し、特に子育てに悩む親や子どもの虐待などの問題が複
雑化、深刻化している。児童虐待の窓口として要保護児童対策地域協議会を中心に関係機関と連携し、子どもと家庭への支
援・見守りを実施し、虐待の早期発見・早期対応及び未然防止を図っている。また、未然防止に係る研修も実施している。

運 営 方 法

目　　的 身近に利用できる相談機関として、家庭児童福祉に関する相談指導業務を行う。また、児童虐待の早期発見・早
期対応及び未然防止を図る。（何のために）

一般会計 政策 人件費事業 嘱託職員等雇用経費

一般会計 政策 評価対象事業 家庭児童相談室運営事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

児童虐待の早期発見・早期対応

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

大津市子ども・若者支援
計画視点 01 子どもの人権の尊重

重事 01

家庭児童相談室設置運営
要綱方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00068 家庭児童相談室運営事業 記 入 者 高橋　忠

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 132

部　局　名 福祉子ども部 所 属 名 子ども家庭相談室 所 属 長 大石　雅代



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

73

コスト増減率 - -17.61 +2.35

110 113

成果単位
コ ス ト

指標１ 40 33 32

指標２ 82 69

- +14.05 +1.24

活動単位
コ ス ト

指標１ 5 5 4

指標２ 141

117.38 103.00

成　果
増減率

指標１ - +17.37 +7.66

指標２

目　標
達成率

指標１ 97.25 106.53 107.66

指標２ 102.92

方 向 性
児童虐待に係る社会的な関心が高まる中、４月より子どもへの体罰が法により禁止された。児童虐待の相談件数が増加
する中、虐待防止に対応する職員の質的向上が求められている。また、要保護児童対策地域協議会を中心に、関係機関
と連携しながら、子どもや家庭の支援・見守りを行い、児童虐待の未然防止、早期発見、早期対応を図る。

部 局 長
コメント

児童福祉法改正の趣旨に鑑み、上記の方向性に沿って更なる充実を図っていく。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 要保護児童・要支援児童・特定妊婦等それぞれの対策を推進することで施策の効果を高め
ることができている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 要保護児童対策地域協議会を中心に、ケース会議等において関係機関が連携し、情報共有
や役割分担行うことで効果を上げている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 要保護児童対策地域協議会の中で連携・対応しており、児童虐待防止への有効性は高い。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 児童福祉法に基づき、要保護児童、要支援児童、特定妊婦の対策を行っている。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

児童虐待相談は年々多様化・複雑化しており、新型コロナ感染症の家庭への影響などもあり、支援が必要なケー
スが増加している。

これまでの見直し
や改善等の経過

児童虐待について周知がされてきており、相談件数は増加しており、要保護児童対策地域協議会を中心に関係機
関の連携や支援体制の充実を図ってきた。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

令和２年度より、成果指標を学校連携数（ケース会議への出席や電話連絡連携）とする

2

目標

700

実績 34 36 33 - -

１年間の来所面接によるのべ相談人数

成
果
指
標

1

来所面接相談の終結件数
件

目標 55 55 55 700

実績 1,884 1,718 1,705 - -

１年間の電話による相談件数

2

来所面接による延べ相談人数
人

目標 1,900 1,900 1,900 1,650 1,900

750 800

実績 799 909 1,035 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

電話による相談件数
件

目標 800 800 800

2.80 2.80

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.55

嘱　託 2.00 1.80 1.80 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.45 0.45 0.45 0.55

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 2.45 2.25 2.25 3.35 3.35

一般財源 9,352 8,714 8,792 12,473 12,473

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 9,352 8,714 8,792 12,473 12,473

162

人 件 費 Ｂ 9,190 8,620 8,666 12,311 12,311

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 162 94 126 162

成　　果 子どもの心身の健全な育成を図る

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 保護者・教員・子ども

（何又は誰を）

手　　段 電話による教育相談や来所による教育相談の実施、教育相談講演会の実施

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

子育てや教育についての悩みをもつおとな（保護者・教員）及び不安や悩みを抱える子どもに対して教育相談を実施し、問
題解決への支援を行う。

運 営 方 法

目　　的 子育てや教育についての悩みの相談を受け、問題解決への支援を行うため

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 教育相談事業費

その他（事業数：  2件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

教育相談事業

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

00076 不登校対策事業 2476 教育相談センター

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 01 子どもの人権の尊重

重事 02

教育相談センター条例
教育相談センターの管理
運営に関する規則

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00074 教育相談事業 記 入 者 松代　眞由美

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 377

部　局　名 教育委員会 所 属 名 教育相談センター 所 属 長 松代　眞由美



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -11.99 +10.06

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 275 242 266

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 11 9 8

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +5.88 -8.33

指標２

目　標
達成率

指標１ 61.81 65.45 60.00

指標２ -

方 向 性
教育を取り巻く環境の変化から、自殺企図のある子どもや発達に課題のある子どもにかかる複雑で困難な相談事例もあ
る。また、複雑な相談内容のため、年度をまたいでの相談も増えていることから、専門的見地から相談及び学校連携が
できる公認心理師の相談枠増について検討する。

部 局 長
コメント

深刻な家庭環境の課題や本人に自殺企図のある場合など、緊急を要する児童生徒への対応については在籍校及び必要な
関係機関との連絡連携を密にして対応すること。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 多岐にわたる相談内容に対して家庭的課題も輻輳していることが多いが、電話相談は保護
者にとって相談しやすい。内容等により、電話から来所へとつなぐケースも多い。重大事
案にかかる相談も受け入れており、本人及び保護者はもとより、学校への支援にもつなが
っている。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 子どもにかかる相談では親子並行面接を行うとともに、ケース会議を行って個に応じた相
談者を担当に充てたり、面談の進め方について協議を行ったりしている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 電話相談、来所相談をあわせると活動指標の目標値に近い実績を上げており、市民のニー
ズは高い。成果指標実績値が低いのは、相談内容が複雑で、終結に至らず継続となった困
難ケースが多かったためである。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 子どもの心身の健全な育成を図るため、集団不適応や情緒不安等、子育てや教育について
悩む市民に対して教育相談や講演会を実施することは住民に最も身近な地方公共団体の責
務である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

社会や教育環境の急激な変化とともに家庭環境も複雑化しているため、相談内容も多様化し、終結までの期間が
長期化する傾向にある。

これまでの見直し
や改善等の経過

各ケースへの対応を通して学校や福祉関係機関との連携を強化するとともに、所内研修や公認心理師のスーパー
バイズにより、所員の力量、資質の向上に努めている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

令和２年度より、適応指導教室分室通級児童において不登校の状況に改善が見られた人数割合とする

2

目標

90

実績 80 90 84 - -

不登校対策巡回相談員が面談した保護者、児童の延べ人数

成
果
指
標

1

適応指導教室分室における再登校
率 ％

目標 90 90 90 90

実績 0 158 152 - -

不登校対策巡回相談員が１年間に訪問した件数

2

保護者及び児童面談者数
人数

目標 0 160 160 140 160

60 70

実績 91 89 75 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

不登校対策巡回相談員の訪問件数
回

目標 70 70 70

2.95 2.95

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.45

嘱　託 1.60 1.20 2.00 0.00 0.00 Ｈ３０年度上半期１名欠員
職員数
の内訳

正　規 0.35 0.35 0.35 0.45

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 1.95 1.55 2.35 3.40 3.40

一般財源 8,242 6,585 9,050 12,788 12,889

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

519 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 8,761 6,585 9,050 12,788 12,889

778

人 件 費 Ｂ 7,238 6,050 8,535 12,111 12,111

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 1,523 535 515 677

成　　果 学校復帰及び社会的自立を目指す

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 不登校（傾向）にある子どもやその保護者、子どもに関わる教員

（何又は誰を）

手　　段 当該の学校や家庭を訪問し、要因や背景等の見立てを行い、その子どもや家庭に合った支援方策を検討し、実施

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

大津市内の小学校に在籍し、不登校（傾向）の状況にある子どもに対して、その長期化・固定化を防ぐため、当該の学校や
家庭を訪問し、要因や背景等の見立てを行い、その子どもや家庭に合った支援方策を検討し、実施することで学校復帰及び
社会的自立への支援を行う。

運 営 方 法

目　　的 不登校（傾向）にある子どもに対して、その長期化・固定化を防ぐため

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 不登校対策事業費

その他（事業数：  2件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

不登校児童生徒の再登校支援事業

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

00074 教育相談事業 2476 教育相談センター

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 01 子どもの人権の尊重

重事 03

教育相談センター条例
教育相談センターの管理
運営に関する規則

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00076 不登校対策事業 記 入 者 松代　眞由美

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 378

部　局　名 教育委員会 所 属 名 教育相談センター 所 属 長 松代　眞由美



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -33.18 +47.25

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 109 73 107

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 96 73 120

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +12.50 -6.66

指標２

目　標
達成率

指標１ 88.88 100.00 93.33

指標２ -

方 向 性
分室「せた」は会場が小学校であるため、学校以外の公共施設に開設する。教育機会確保法の施行により適応指導教室
分室の通級日の拡大、ＩＣＴを活用した不登校児童生徒への学習支援を検討する。また、多様な教育機会確保の観点か
ら、子どもや保護者を支援するため、関係機関や民間施設等との連携を進めていく。

部 局 長
コメント

適応指導教室分室の通級日拡大、ＩＣＴ機器を活用した学習機会の提供を検討すること。また、不登校の固定化・長期
化を防ぐため、個々の子どもの状況を把握し、アセスメントを行い、適切な支援を実施すること。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 登校しにくい子どもに対して、学校は何ができるか、何をすべきか、また何をすべきでな
いか等に対して、必要な指導助言を行うことで施策に貢献できている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 巡回訪問から適応指導教室分室での指導につなげ、適応指導や学習補充を行うことで学校
復帰の契機を効率的につくることができている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 活動指標として目標値を超えて訪問し、支援や助言ができている。成果としては８４％の
子どもが何らかの形で学校復帰ができており、有効である。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 不登校が長期化・固定化するまでの早期から小学校を中心に学校を巡回訪問し、助言をし
たり必要に応じてケース会議に参加したりすることは、不登校改善や教育機会確保の観点
から施策として必要である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

不登校（傾向）にある子どもは、社会環境の変化や家庭環境等、様々な要因や背景により、学校に登校できない
状況が長期化・固定化する傾向にある。

これまでの見直し
や改善等の経過

スクールカウンセラー派遣は平成２９年度より児童生徒支援課に所管変更。自治振興交付金にかかるスクーリン
グケアサポーター派遣は平成３０年度より廃止。令和２年度から通級対象を小学校１年生からと拡大して実施。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

令和２年度より、適応指導教室通級者において不登校の状況に改善が見られた人数割合とする

2

目標

90

実績 82.6 93.3 90.9 - -
成
果
指
標

1

再登校割合
％

目標 90 90 90 90

実績

適応指導教室に通級する者（体験通級者を含む）

2

目標

30 30

実績 23 30 43 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

通級者数
人

目標 20 20 20

3.20 3.20

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.45

嘱　託 3.00 2.85 2.85 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.40 0.40 0.40 0.45

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 3.40 3.25 3.25 3.65 3.65

一般財源 12,221 12,137 12,090 13,634 13,664

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 12,221 12,137 12,090 13,634 13,664

785

人 件 費 Ｂ 11,810 11,412 11,474 12,879 12,879

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 411 725 616 755

成　　果 心身の健康を取り戻し、学校や社会で生活することに自信をつけるようにする

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 市内に所在する小学校・中学校に在籍する子どもで不登校の状態が継続し、本人及び保護者が学校以外で通うこ
とができる場を望んでいる者（何又は誰を）

手　　段 日常の継続的および体験的な適応指導や親子並行面接相談の支援

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

適応指導教室「ウィング」を開設し、不登校になっている子どもたちが心身の健康を取り戻し、学校復帰及び主体的な進路
選択や社会的自立につながる支援を行う。

運 営 方 法

目　　的 不登校になった子どもたちが心身の健康を取り戻し、学校復帰及び主体的な進路選択や社会的自立につなぐため

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 適応指導教室事業費

その他（事業数：  2件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

不登校児童生徒の再登校支援事業

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

00074 教育相談事業 2476 教育相談センター

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 01 子どもの人権の尊重

重事 03

教育相談センター条例
教育相談センターの管理
運営に関する規則

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00077 適応指導教室事業 記 入 者 松代　眞由美

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 379

部　局　名 教育委員会 所 属 名 教育相談センター 所 属 長 松代　眞由美



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -12.07 +2.24

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 147 130 133

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 531 404 281

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +12.95 -2.57

指標２

目　標
達成率

指標１ 91.77 103.66 101.00

指標２ -

方 向 性
重大事案にかかる生徒の通級について検討する。教育機会確保法の施行により、適応指導教室の通級日の拡大、ＩＣＴ
を活用した不登校生徒への学習支援を検討する。また、多様な教育機会確保の観点から、子どもや保護者を支援するた
め、関係機関や民間施設等との連携を進めていく。

部 局 長
コメント

教育機会確保の観点から、適応指導教室の通級日拡大、ＩＣＴ機器を活用した学習機会の提供を検討すること。関係機
関や民間施設等との連携をより一層図ること。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 学校に行きたくても行けない状況の子どもに対して、その居場所づくりや学力補充、社会
的自立に向けたコミュニケーション能力育成の場を提供し、施策に貢献している。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 教育相談事業や不登校対策事業とも密接な連携を図ることで、必要に応じて適応指導教室
につなげ、学校復帰や社会的自立の契機を効率的につくることができている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている ９０．９％の児童生徒が別室登校や放課後登校を含む何らかの形で学校復帰をすることが
できており、有効である。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 不登校の状態にある児童生徒の居場所をつくり、学力補充や社会的自立のため、適応指導
教室を開設運営することは、教育機会確保の観点から市の施策として必要である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

社会環境の変化等により、不登校の状態にある児童生徒の背景及び家庭環境は多様化、複雑化している。

これまでの見直し
や改善等の経過

小学生を対象とした適応指導教室分室「ウィングぜぜ」「ウィングわに」を平成２８年度から、「ウィングせた
」を平成３０年度から開設している。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 ■ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

相談や指導等の結果、就労・就学した数

2

目標

1

実績 2 4 1 - -
成
果
指
標

1

就労・就学数
人

目標 1 1 1 1

実績

無職少年及びその家族から受理した相談の延べ回数

2

目標

60 60

実績 70 178 208 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

相談延べ回数
回

目標 50 50 60

0.70 0.70

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.20

嘱　託 0.75 0.75 0.35 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.12 0.12 0.09 0.20

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.87 0.87 0.44 0.90 0.90

一般財源 2,169 2,178 735 2,750 2,750

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

1,100 1,100 1,100 1,100 1,100事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 3,269 3,278 1,835 3,850 3,850

41

人 件 費 Ｂ 3,256 3,271 1,821 3,809 3,809

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 13 7 14 41

成　　果 少年たちの生活習慣の改善を図り、意欲をもって就学したり、安定した就労をするようにする。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 中学校卒業後の１５歳以上２０歳未満の少年で、引きこもり状態の者または社会通念上定職者と認められない者

（何又は誰を）

手　　段 ・相談活動の充実を図り、対象少年及び保護者に対する指導・助言を行う
・学校、警察、職業安定所等関係機関との連携を図り、実態把握と自立支援及び就労・就学支援活動を実施する

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

無職少年は高校中退者・中学校卒業後の離職者がほとんどで、定職につかず、グループ化し喫煙・深夜徘徊等のぐ犯不良行
為を繰り返すことが多い。このため、専任の指導員を配置し、無職少年の実態把握と就労・就学への指導・助言及び自立更
生への支援を行う。

運 営 方 法

目　　的 無職少年の就労・就学及び自立更生

（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 特別非行防止対策事業費（大津少年センター）

00881 大津少年センター運営事業 2416 少年センター

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

青少年に対する相談機能の充実

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

00875 青少年健全育成条例運用事業（大津少年センター） 2416 少年センター

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 01 子どもの人権の尊重

重事 04

無職少年等非行防止対策
事業費補助金交付要綱方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00879 特別非行防止対策事業（大津少年センター） 記 入 者 中澤　豊

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 407

部　局　名 教育委員会 所 属 名 少年センター 所 属 長 平松　一郎



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -49.86 +123.91

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 1,634 819 1,835

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 46 18 8

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +100.00 -75.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 200.00 400.00 100.00

指標２ -

方 向 性
就労も就学もしていないことに起因する無職少年の相談者は減少している。しかし、定職に就けないことで非行に走る
少年や引きこもりにより身動きが取れなくなっている少年に対して継続指導を行うことは依然として重要である。従っ
て、今後も無職少年対策指導員を配置して無職少年の非行防止と健全育成に努める。

部 局 長
コメント

無職少年を就労につなげた実績もあり、無職少年の非行防止や社会的自立の視点からもその役割は重要である。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 無職少年を就労につなげたり、就学に導いた実績もあり、無職少年の非行防止や社会的自
立の視点からもその役割は重要である。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 専任の無職少年対策指導員（嘱託職員）を置くことにより、無職少年への対応、就労支援
等を一元的にまた一貫して行うことができる。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 無職少年対策指導員は、無職少年と直接関わり、生活習慣の立て直し、規範意識の醸成、
就労・就学意欲の喚起等を継続的に行い、非行の未然防止、青少年の健全育成に寄与して
いる。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 雇用情勢や労働基準法による制約の中、安定した就労が困難であることから、国の青少年
施策においても、青少年育成施策大綱の中で、青少年一人ひとりの状況に応じた支援を社
会全体で実施するための環境整備が必要と謳っている。従って、無職少年対策指導員を配
置し、きめ細かく指導することが必要である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

無職少年は、離転職を繰り返し非行に走るケースや引きこもることが多く、継続的な就労支援や非行防止対策が
求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

無職少年は、学校や職場からの指導・助言を受けにくいため、平成２０年度から中学校や高等学校との生徒指導
連絡会議を開催し、情報の交換と共有化を図り、就労に向けて保護司会等関係機関との連携強化をした。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 ■ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

相談や指導等の結果、就労・就学した数

2

目標

0

実績 0 0 1 - -
成
果
指
標

1

就労・就学数
人

目標 3 3 1 1

実績

無職少年及びその家族から受理した相談の延べ回数

2

目標

50 50

実績 61 2 10 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

相談延べ回数
回

目標 90 90 50

0.35 0.35

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.15

嘱　託 0.88 0.88 0.32 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.06 0.06 0.05 0.15

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 0.94 0.94 0.37 0.50 0.50

一般財源 2,096 2,086 327 1,257 1,257

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

1,100 1,100 1,100 1,100 1,100事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 3,196 3,186 1,427 2,357 2,357

38

人 件 費 Ｂ 3,158 3,176 1,397 2,319 2,319

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 38 10 30 38

成　　果 少年たちの生活習慣の改善を図り、意欲をもって就学したり、安定した就労をするようにする。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 中学校卒業後の１５歳以上２０歳未満の少年で、短期アルバイト者、引きこもり状態の者また社会通念上定職者
と認められない者（何又は誰を）

手　　段 ・相談活動の充実を図り、対象少年及び保護者に対する指導・助言を行う
・学校、警察、職業安定所等関係機関との連携を図り、実態把握と自立支援及び就労支援活動を実施する

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

無職少年は高校中退者・中学校卒業後の離職者がほとんどで、定職につかず、グループ化し喫煙・深夜徘徊等のぐ犯不良行
為を繰り返すことが多い。このため、専任の指導員を配置し、無職少年の実態把握と就労、就学への指導・助言及び自立更
生への支援を行う。

運 営 方 法

目　　的 無職少年の就労・就学及び自立更生

（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 特別非行防止対策事業費（堅田少年センター）

00882 堅田少年センター運営事業 2416 少年センター

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

青少年に対する相談機能の充実

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

00876 青少年健全育成条例運用事業（堅田少年センター） 2416 少年センター

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 01 子どもの人権の尊重

重事 04

無職少年等非行防止対策
事業費補助金交付要綱方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00880 特別非行防止対策事業（堅田少年センター） 記 入 者 中澤　豊

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 408

部　局　名 教育委員会 所 属 名 少年センター 所 属 長 平松　一郎



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - ±0.00 ±0.00

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 0 0 1,427

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 52 1,593 142

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 0.00 0.00 100.00

指標２ -

方 向 性
就労も就学もできない事に起因する相談者は減少している。しかし、就労が継続しないことで非行に走る少年や引きこ
もりにより身動きが取れなくなっている少年に対して継続指導を行うことは依然として重要である。従って、今後も無
職少年対策指導員を配置して関係機関と連携をしながら無職少年の非行防止と健全育成に努める。

部 局 長
コメント

相談者が１人であっても、無職少年に対するこの施策は、セーフティーネットとして重要な位置づけであり、無職少年
を就学・就労につなげた実績もあることから、重要な事業として充実を図りたい。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 無職少年を就労につなげた実績もあり、無職少年の非行防止や社会的自立の視点からもそ
の役割は重要である。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 専任の無職少年対策指導員（嘱託職員）を置くことにより、無職少年への対応、就労支援
等を一元的にまた一貫して行うことができる。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 無職少年対策指導員は、無職少年と直接関わり、生活習慣の立て直し、規範意識の醸成、
就労・就学意欲の喚起等を継続的に行い、非行の未然防止、青少年の健全育成に寄与して
いる。就労に結びつかないケースもあるが、継続した労働や学習経験の乏しい無職少年に
対して、専任の指導員による就労・就学の継続した支援は効果があると考える。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 雇用情勢や労働基準法による制約の中、安定した就労が困難であることから、国の青少年
施策においても、青少年育成施策大綱の中で、青少年一人ひとりの状況に応じた支援を社
会全体で実施するための環境整備が必要と謳っている。青少年一人ひとりの状況に応じた
支援を社会全体で実施するための環境整備が必要と謳っている。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

無職少年は、離転職を繰り返すケースや引きこもるケースが多く、継続的な就労支援や非行防止対策が求められ
ている。

これまでの見直し
や改善等の経過

無職少年は学校や職場からの指導・助言を受けにくいため、平成２０年度から中学校や高等学校との生徒指導連
絡会議を開催し、情報の交換と共有化を図るとともに、就労に向けて保護司会等関係機関との連携を強化した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 ■ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

支援により改善がみられたり、継続支援をしている少年の数

実績 16 17 12 - -

支援活動の結果、就学・就労した数

2

支援により改善がみられた数
人

目標 10 10 10 10 0

7

実績 8 8 8 - -

改善を図るための適切な支援が必要な少年及び保護者に行った支援

成
果
指
標

1

就学・就労数
人

目標 7 7 7 7

実績 976 964 854 - -

立ち直り支援を行った少年の実人数

2

支援回数
回

目標 900 900 900 900 900

15 15

実績 16 17 12 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

支援少年数
人

目標 15 15 15

1.30 1.30

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.30

嘱　託 1.00 1.00 1.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.25 0.25 0.18 0.30

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 1.25 1.25 1.18 1.60 1.60

一般財源 4,607 3,158 2,549 4,178 4,178

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

2,410 2,393 2,442 2,740 2,740事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 7,017 5,551 4,991 6,918 6,918

437

人 件 費 Ｂ 5,080 5,100 4,564 6,481 6,481

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 1,937 451 427 437

成　　果 社会性を身につけさせたり、目標を見出せさせたり、生活改善を図ったり、就学・就労支援を行ったりして、少
年たちの立ち直りや自立を図る。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 非行をはじめ様々な課題を抱える少年やその家庭

（何又は誰を）

手　　段 支援計画の立案等、支援の中心となる支援コーディネーターを配置し、さらに、ボランティアである支援サポー
ターを活用し、生活改善や就学・就労等の支援プログラムを用いて立ち直り支援活動を行う。

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

少年非行の増加に歯止めをかけるため、課題を持つ個々の少年たちに対応して、非行等から少年たちを立ち直らせることを
目的に、社会性を身につけさせたり、目標を見出せさせたり、生活改善を図ったり、就学・就労支援を行ったりして、少年
たちの自立を支援する活動を行う。このため、支援計画の立案等、支援の中心となる支援コーディネーターを配置し、さら
に、ボランティアである支援サポーターを有効に活用する。

運 営 方 法

目　　的 少年非行の増加に歯止めをかけ、また、非行等から少年たちを立ち直らせる。

（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 非行少年等立ち直り支援事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

青少年に対する相談機能の充実

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 01 子どもの人権の尊重

重事 04

滋賀県非行少年等立ち直
り支援システム運営実施
要綱

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00883 非行少年等立ち直り支援事業 記 入 者 中澤　豊

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 409

部　局　名 教育委員会 所 属 名 少年センター 所 属 長 平松　一郎



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

415

コスト増減率 - -23.21 +8.64

5 5

成果単位
コ ス ト

指標１ 877 693 623

指標２ 438 326

- +6.25 -29.41

活動単位
コ ス ト

指標１ 438 326 415

指標２ 7

170.00 120.00

成　果
増減率

指標１ - ±0.00 ±0.00

指標２

目　標
達成率

指標１ 114.28 114.28 114.28

指標２ 160.00

方 向 性
非行等の課題を持つ少年を立ち直らせ、再非行を防止するためには、生活習慣の改善、就学・就労の支援、家庭環境の
改善等に必要な支援プログラムを策定し、個々の少年の非行程度や少年を取り巻く環境に応じて体系的な支援を行う必
要があり、そのことを組織的に行う本事業は今後も継続して取り組むべき施策である。

部 局 長
コメント

非行等の課題をもつ少年の立ち直りをめざした本事業は「あすくる」として定着しており、少年の立ち直り支援・非行
防止・健全育成に寄与しているので、今後も継続して取り組みを進めたい。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 非行等の課題を抱え、自分の居場所も無く悩み苦しんでいる少年が、自分自身を見つめ直
し、課題を克服しながら社会に適応できるよう支援する機関として「あすくる」が定着し
、少年の立ち直り支援、非行防止、健全育成に寄与している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 支援計画の立案、実施の核となる支援コーディネーター（嘱託職員）を配置することによ
り、効果的な支援プログラムの策定及び少年への効率的な支援を遂行できる。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 支援コーディネーター、教員、臨床心理士、支援サポーター等の有機的な連携、協力のも
と、個々の少年に応じた支援プログラムを適用し、立ち直りを図っている。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 現在、滋賀県下９箇所の少年センターにおいて、県の補助を受け、県が策定する支援プロ
グラムに基づき、共通の目標と方針のもと、非行等の問題を抱える少年たちの立ち直り支
援を行っている。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

刑法犯の件数は引き続き減少傾向にあるものの、万引きをはじめとする初発型非行の刑法犯全体に占める割合は
、約５割を占めている。また、非行の低年齢化、特異化、発達障害への対応など、今後の課題は多い。

これまでの見直し
や改善等の経過

少年の立ち直りや自立をサポートするボランティアの支援サポーターについては、平成２０年度から市内の各大
学に募集の協力を依頼し、以降毎年大学生サポーターの参加を得て、学習支援等に成果を上げている。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

進級した生徒の割合

実績 100 100 96.8 - -

高校を卒業した生徒の割合

2

給付対象者の進級率（卒業を除く
） ％

目標 100 100 100 100 100

100

実績 95 95.2 100 - -
成
果
指
標

1

給付対象者の高校卒業率
％

目標 100 100 100 100

実績

選考委員会により決定した給付者の数

2

目標

20 21

実績 19 18 15 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

奨学金の給付人数（新規）
人

目標 20 20 20

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.41

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.08 0.11 0.11 0.41

臨　時 0.00 0.30 0.30

職　員　数　(人) 0.08 0.41 0.41 0.41 0.41

一般財源 656 1,481 1,483 3,403 3,403

その他 4,956 31,325 4,123 4,284 4,872

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 の寄付金があったため。事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0 平成３０年度は２７，６７７千円

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 5,612 32,806 5,606 7,687 8,275

4,872

人 件 費 Ｂ 656 1,481 1,483 3,403 3,403

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 4,956 31,325 4,123 4,284

成　　果 高校生活を送ることができる。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 経済的事情により高等学校に進学することが困難な生徒を対象に

（何又は誰を）

手　　段 奨学金を給付することによって

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

向学心があるにもかかわらず、経済的事情により高等学校に進学することが困難な生徒に対し奨学金を給付する。
　　１人あたり・・月額７，０００円×１２ヶ月×３年間

運 営 方 法

目　　的 向学心が強く能力がある生徒が高等学校に進学するために

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 奨学資金
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

家庭の教育費負担の軽減

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 02 子どもの貧困対策

重事 02

大津市奨学資金給与条例

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00188 奨学資金給付事業 記 入 者 奥田　研二

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 345

部　局　名 教育委員会 所 属 名 学校教育課 所 属 長 人見　和宏



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

57

コスト増減率 - +483.95 -83.03

0 0

成果単位
コ ス ト

指標１ 59 344 56

指標２ 56 328

- ±0.00 -3.20

活動単位
コ ス ト

指標１ 295 1,822 373

指標２ 0

100.00 96.80

成　果
増減率

指標１ - +0.21 +5.04

指標２

目　標
達成率

指標１ 95.00 95.20 100.00

指標２ 100.00

方 向 性
進学に関する経済負担が困難な家庭は、当面の間、少なくならないことが予想されるため、継続していく。

部 局 長
コメント

経済的な不安を軽減できるため、事業の必要性は高いととらえ、継続していく。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 奨学生の経済的な不安や心配を軽減し、学業や部活動などに励むことができる。また、奨
学金を受給しながら高等学校で学ぶことで、目的意識がしっかりとし、充実した学校生活
を送ることができる。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 寄付金など基金を財源として奨学資金給付事業を行っているため効率的である。

Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 奨学生は高等学校において、良好な学校生活を過ごし、卒業後の進路や将来の夢をもつな
ど人間的成長が見られた。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 進学困難な生徒が存在することから、奨学資金を給付することは妥当である。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

高等学校進学を希望し向上心があるにも関わらず、家庭の経済事情により進学が困難な生徒が存在する。

これまでの見直し
や改善等の経過

平成２２年度の高等学校授業料無償化の際に、本事業の必要性を検討したが、教材をはじめとする必要経費等の
負担軽減を目的に奨学金の給付を継続することとした。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

児童生徒数に対する認定者割合

2

目標

18

実績 17.3 18.2 16.2 - -
成
果
指
標

1

就学援助費受給認定割合
％

目標 18 18 18 18

実績

目標・・・当初予算額、実績・・・実績額

2

目標

190,368 200,680

実績 206,948 209,652 183,960 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

就学援助事業にかかる給付額（年
３回支給） 千円

目標 221,024 202,312 205,277

0.30 0.30

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.56

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.46 0.56 0.56 0.56

臨　時 0.40 0.30 0.30

職　員　数　(人) 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86

一般財源 207,540 210,176 184,050 190,380 200,692

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 3,940 4,647 5,128 5,557 5,557

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 211,480 214,823 189,178 195,937 206,249

200,680

人 件 費 Ｂ 4,532 5,171 5,218 5,569 5,569

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 206,948 209,652 183,960 190,368

成　　果 円滑に義務教育が実施される状態を目指す

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 大津市在住の児童の保護者で要保護又は準要保護に該当する者に対して

（何又は誰を）

手　　段 就学援助費を給付することによって

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

経済的理由により、就学困難な児童の保護者に対して学用品等を援助し、義務教育の円滑な実施を図る。

運 営 方 法

目　　的 経済的負担の軽減を図るために

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 就学援助費事業費（小学校）
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

家庭の教育費負担の軽減

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

00190 中学校就学援助事業 2402 学校教育課

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 02 子どもの貧困対策

重事 02

学校教育法第１９条　大
津市就学援助費給付要綱方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00189 小学校就学援助事業 記 入 者 猪飼　拓道

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 346

部　局　名 教育委員会 所 属 名 学校教育課 所 属 長 人見　和宏



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -3.44 -1.06

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 12,224 11,803 11,677

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 1 1 1

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +5.20 -10.98

指標２

目　標
達成率

指標１ 96.11 101.11 90.00

指標２ -

方 向 性
経済状況、国や他市の状況等を注視し事業を進める。また、就学援助に関する情報が児童の保護者に確実に届くよう、
更なる周知に努める。

部 局 長
コメント

国の動向や経済状況を注視しながら、継続して事業を進める。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 就学援助費を給付することにより、就学のための環境が整い、円滑な義務教育が実施され
る。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 関係課との連携や税情報の共有を行うことで、添付書類の省略化を行った。給食費につい
ては、公金振替を行うことにより、保護者の手続き負担の軽減を図っている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 就学援助費を給付することで、保護者の経済的な負担が軽減される。しかし、国の要保護
児童生徒援助費補助金の予算単価と比較すると低い。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 学校教育法第１９条に基づき、市は経済的な理由により就学困難と認められる児童の保護
者に対し、必要な援助を行うこととされている。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

経済状況は上向きつつあると言われているが、依然として不安定な状況が続いている。

これまでの見直し
や改善等の経過

申請漏れ防止のため、前年度に申請のあった保護者宅に申請書を郵送するとともに広報おおつにも掲載した。一
部の対象者には新入学学用品費の前倒し支給を実施した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

児童生徒数に対する認定者割合

2

目標

20

実績 19.4 20.4 19.3 - -
成
果
指
標

1

就学援助費受給認定者割合
人

目標 20 20 20 20

実績

目標・・・当初予算額、実績・・・実績額

2

目標

187,713 202,929

実績 113,964 95,205 113,663 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

就学援助事業にかかる給付額（年
３回支給） 千円

目標 118,106 110,220 140,276

0.30 0.30

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.56

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 0.46 0.56 0.56 0.56

臨　時 0.40 0.30 0.30

職　員　数　(人) 0.86 0.86 0.86 0.86 0.86

一般財源 116,212 97,909 115,895 188,466 203,682

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 2,284 2,467 2,986 4,816 4,816

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 118,496 100,376 118,881 193,282 208,498

202,929

人 件 費 Ｂ 4,532 5,171 5,218 5,569 5,569

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 113,964 95,205 113,663 187,713

成　　果 円滑に義務教育が実施される状態を目指す

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 大津市在住の生徒の保護者で要保護又は準要保護に該当する者に対して

（何又は誰を）

手　　段 就学援助費を給付することによって

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

経済的理由により、就学困難な生徒の保護者に対して学用品等を援助し、義務教育の円滑な実施を図る。

運 営 方 法

目　　的 経済的負担の軽減を図るために

（何のために）

一般会計 特定 評価対象事業 就学援助費事業費（中学校）
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

家庭の教育費負担の軽減

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

00189 小学校就学援助事業 2402 学校教育課

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 02 子どもの貧困対策

重事 02

学校教育法第１９条　大
津市就学援助費給付要綱方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 00190 中学校就学援助事業 記 入 者 猪飼　拓道

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 347

部　局　名 教育委員会 所 属 名 学校教育課 所 属 長 人見　和宏



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - -19.44 +25.18

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 6,108 4,920 6,159

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 1 1 1

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - +5.15 -5.39

指標２

目　標
達成率

指標１ 97.00 102.00 96.50

指標２ -

方 向 性
経済状況、国や他市の状況等を注視し事業を進める。また、就学援助に関する情報が生徒の保護者に確実に届くよう、
更なる周知に努める。

部 局 長
コメント

国の動向や経済状況を注視しながら、継続して事業を進める。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 就学援助費を給付することにより、就学のための環境が整い、円滑な義務教育が実施され
る。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 関係課との連携や税情報の共有を行うことにより、添付書類の省略化を行った。給食費に
ついては、公金振替を行うことにより、保護者の手続きによる負担軽減を図っている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 就学援助費を給付することで、保護者の経済的な負担が軽減される。しかし、国の要保護
児童生徒援助費補助金の予算単価と比較すると低い。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 学校教育法第１９条に基づき、市は経済的な理由により就学困難と認められる児童の保護
者に対し、必要な援助を行うこととされている。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

経済状況は上向きつつあると言われているが、依然として不安定な状況が続いている。

これまでの見直し
や改善等の経過

申請漏れ防止のため前年度に申請のあった保護者宛に申請書を郵送するとともに、一部の対象者については新入
学学用品費の前倒し支給を実施した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

保護者援助活動の学習会の参加人数

実績 1,737 1,941 1,810 - -

通園児の年間延人数

2

保護者援助活動学習会の参加人数
人

目標 1,900 1,900 1,900 1,900 1,900

16,400

実績 16,619 17,490 16,549 - -

保護者援助活動として学習会やリフレッシュ講座の開催回数

成
果
指
標

1

年間延通園児数
人

目標 16,400 16,400 16,400 16,400

実績 69 70 66 - -

年度末における利用児童数（契約者数）

2

保護者援助活動学習会等の回数
回

目標 60 60 60 60 60

160 160

実績 178 177 176 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

やまびこ園・教室、わくわく教室
のびのび教室児童数 人

目標 160 160 160

47.96 47.96

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

31.00

嘱　託 4.68 7.52 6.52 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 30.00 28.84 28.43 31.00

臨　時 40.92 39.01 43.14

職　員　数　(人) 75.60 75.37 78.09 78.96 78.96

一般財源 204,744 168,948 202,109 276,676 276,676

その他 170,156 199,538 170,097 161,519 161,519

起　債 0 0 0 0 0

2,748 2,796 2,776 2,796 2,796事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 377,648 371,282 374,982 440,991 440,991

38,754

人 件 費 Ｂ 332,128 330,813 333,351 402,237 402,237

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 45,520 40,469 41,631 38,754

成　　果 発達上の課題について保護者と共に療育することで、子どもに対する不安を取り除き、積極的に子育てを行うと
ともに社会参加ができるようにする

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 乳幼児健診等によって、早期の発達支援が必要とされている子どもたちとその家族

（何又は誰を）

手　　段 通園あるいは訪問により、早期の療育と保護者への支援を行う

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

児童発達支援センター「やまびこ園・教室」、北部子ども療育センター「わくわく教室」、東部子ども療育センター「のび
のび教室」の３施設で、児童福祉法の規定に基づき、就学前の障害がある、または発達上の課題や困難のある子どもたちに
対する早期療育と保護者への支援を実施する。また、指定障害児相談支援事業所として、障害児通所支援事業を利用する障
害児及び保護者に対し、「障害児支援利用計画」を作成する。

運 営 方 法

目　　的 障害を持つ子どもたちの発達保障と保護者に対する支援の充実を図る

（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 児童発達支援事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

発達に支援が必要な児童への対応の充実

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

おおつ障害者プラン

視点 03 一貫した子どもの発達支援

重事 01

大津市立障害者通所施設
条例方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 02388 児童発達支援事業 記 入 者 岸辺　隆文

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 102

部　局　名 福祉子ども部 所 属 名 やまびこ総合支援センター 所 属 長 黒川　弥寿夫



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

207

コスト増減率 - -9.29 +7.51

5,304 5,681

成果単位
コ ス ト

指標１ 22 21 22

指標２ 217 191

- +11.74 -6.74

活動単位
コ ス ト

指標１ 2,121 2,097 2,130

指標２ 5,473

102.15 95.26

成　果
増減率

指標１ - +5.24 -5.38

指標２

目　標
達成率

指標１ 101.33 106.64 100.90

指標２ 91.42

方 向 性
継続して事業を実施するとともに、特に療育（発達）支援の充実に関しては、療育ニーズの高まり、疾病や障害、発達
の幅の広さや障害の重度化、医療的ケア児の増加に対応できる専門性の高い発達支援を、身近な地域で公平に受けられ
るよう拡充する必要がある。

部 局 長
コメント

児童発達支援に対するニーズがますます多様化する中で、児童発達支援事業の着実な推進に取り組んでいく。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 療育施設は、早期発見に続く早期対応を担い、発達支援・家庭支援・地域支援の場として
発達に支援が必要な児童を受け入れ、子育て家庭に対する支援に取り組むなど子どもを守
る仕組みの充実に貢献している。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 医療的ケアを必要とする子どもたちに対する看護師の配置や重度の障害を持つ子どもたち
への保育士の加配など、療育が適切に行えるよう職員配置に努めている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 重度の障害を持つ子どもが多数在籍しており、毎日の通園が困難な状況の中でも継続的な
支援を受けられる場を確保し、療育の積み重ねを行っているが、更なる療育環境の整備が
必要である。

Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 乳幼児健診による早期発見から早期療育を実施する場へと連携した取り組みが実施されて
いる。子どもたちの発達を保障するためにも公的な支援を実施する施設が必要である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

障害や発達上の課題を持つ子どもの早期療育と保護者支援に対する期待は高い。増えている医療的ケア、配慮が
必要な児への対応や乳幼児人口の多い東部エリアでの療育環境の整備、地域支援機能の充実が求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

療育前早期対応親子教室の実施や居宅訪問型児童発達支援サービスを開始するなど療養施設の機能を広げてきた
。また、療育体制の整備に関する基本的な方針について検討を行った。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

～

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

保護者等に対して作成提出した相談結果報告書や意見書、紹介状等の総数

実績 886 904 1,000 - -

学校、園などの関係機関と連絡連携した総数

2

報告書等作成件数
件

目標 800 900 900 920 1,000

2,300

実績 2,300 2,289 2,387 - -

相談支援を行った子どもの実人数

成
果
指
標

1

関係機関連携件数
件

目標 2,500 2,500 2,300 2,300

実績 888 920 1,034 - -

相談を希望した子どもと保護者に対する相談支援（相談・関係機関連携）の総数

2

相談実人数
人

目標 800 900 900 950 1,000

6,600 6,600

実績 6,356 6,320 6,642 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

相談支援のべ件数
件

目標 6,000 6,500 6,300

10.18 10.18 令和２年～会計年度任用職員

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

3.80

嘱　託 10.00 10.00 11.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 2.80 3.80 3.80 3.80

臨　時 0.70 0.70 0.70

職　員　数　(人) 13.50 14.50 15.50 13.98 13.98

一般財源 59,045 64,253 67,097 62,381 64,455

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

2,494 1,976 2,047 2,265 2,479

はそのリース分も見込む

事業費
の財源
内　訳

  国　 4,988 3,953 4,094 4,529 4,877

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 66,527 70,182 73,238 69,175 71,811

9,019 システムリース入札不調で令和２

人 件 費 Ｂ 54,590 63,011 66,640 62,792 62,792 年度は予算額に含まれず、３年度

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 11,937 7,171 6,598 6,383

成　　果 発達に課題をもつ子どもとその保護者が、低年齢から相談支援を開始し、義務教育年代まで継続的に相談支援を
実施する。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 ３歳６か月児健診終了後から中学校卒業までの発達障害やその疑いのある子どもとその保護者。対象児が所属す
る保育園・幼稚園・学校の担当者など関係者。（何又は誰を）

手　　段 医師や発達相談員、保健師、家庭相談員などが相談支援を行うとともに、校園連携担当が、保育園・幼稚園・小
中学校と連携する。また、保護者や関係職員を対象とした学習会や研修会を実施し、専門的知識の普及を図る。

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

発達障害やその疑いのある３歳６か月児健診終了後から中学生までの子どもと、その保護者に対して、医師や発達相談員、
保健師、家庭相談員などが相談支援を行うとともに、校園連携担当が、保育園・幼稚園・小中学校と連携することで、家庭
と校園の子どもに対する理解を促し、養育、保育及び教育における配慮や支援につなげる。また、保護者や関係職員を対象
とした学習会や研修会を企画運営し、子どもの発達支援に関する知識の普及を図る。

運 営 方 法

目　　的 子どもの発達に関する保護者からの相談に対して、子どもの発達、特性、環境要因を総合的に評価し、保護者と
所属機関の子どもに対する理解が深まり、子どもの課題を踏まえた適切な養育や保育、教育的支援につながる。（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 子ども発達相談事業費 平成25年度
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

発達に支援が必要な児童への対応の充実

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

総合計画、第３期実行計
画、おおつ障害者プラン視点 03 一貫した子どもの発達支援

重事 01

発達障害者支援法

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 02392 子ども発達相談事業 記 入 者 上田純子

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 232

部　局　名 健康保険部保健所 所 属 名 子ども発達相談センター 所 属 長 龍田直子



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

□

■

□

□

■

□

□

□

□ １．計画どおり事業を進めることが適当 ■ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

73

コスト増減率 - +4.69 -2.79

76 70

成果単位
コ ス ト

指標１ 28 30 30

指標２ 75 77

- +2.03 +10.61

活動単位
コ ス ト

指標１ 10 11 11

指標２ 74

100.44 111.11

成　果
増減率

指標１ - -0.47 +4.28

指標２

目　標
達成率

指標１ 92.00 91.56 103.78

指標２ 110.75

方 向 性
相談支援の早期開始と継続的な支援の充実には、恒常的で専門性の高さが要求され、継続してその維持と確保に努め、
相談実績の目標達成を目指す。また当センターの周知を４、５歳児に加えて小学３年生の保護者を対象に実施しその成
果の検証を行っていく。今後も発達相談の市民ニーズは高くなることが予想され、業務体制も検討していく。

部 局 長
コメント

発達障害やその疑いのある子どもの養育・保育・教育を支える機関として相談実績を積み上げているが、相談体制を工
夫して事業の推進に努める。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 発達障害やその疑いのある子どもと保護者に対する個別の相談支援、及び保護者を含む市
民や関係職員への啓発により、子育て家庭の支援及び次世代を育むまちづくりに寄与して
いる。

Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 相談支援ニーズの増加に対して、限られた人員と相談室で効率的に対応している。専門職
員の７割以上が嘱託職員であり、コスト面においても努力している。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 活動指標、成果指標の全てにおいて前年度と比較して実績は増加した。校園連携も増加し
義務教育年代までの継続的な相談支援が実施できており有効性は高いと考える。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 発達障害者支援法において、国及び地方公共団体は発達障害者及びその家族等からの各種
の相談に対して総合的に応じることができるよう、関係機関等との有機的連携のもとに必
要な相談体制の整備を行うことが求められており、当センターはその具現化の一環として
、市民の相談ニーズに適切に対応している。

Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

平成１６年の発達障害者支援法の制定に始まり、発達障害に関する種々の法律の施行、改正によって、身近な地
域において、総合的で一貫した支援体制、福祉と教育の連携、合理的配慮の推進が求められている。

これまでの見直し
や改善等の経過

平成２７年２月のセンター開設以来、増加する相談ニーズに適切に対応するため、相談支援を担う専門職員（正
規・嘱託）の充実を図ってきた。前年度不在期間が長かった作業療法士を確保した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

特別支援教育巡回相談員相談件数およびことばの教室相談件数想定目標値達成率

実績 78 77 91 - -

就学相談実施件数想定目標値達成率

2

特別支援教育相談実施率
％

目標 100 100 100 100 100

100

実績 113 127 143 - -

特別支援教育巡回相談員相談件数およびことばの教室相談件数

成
果
指
標

1

就園就学相談実施率
％

目標 100 100 100 100

実績 1,959 1,919 2,276 - -

就学相談実施対象者数

2

特別支援教育相談実施件数
件

目標 2,500 2,500 2,500 2,500 2,500

300 300

実績 338 382 430 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

就学相談実施件数
件

目標 300 300 300

7.41 7.41

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

0.99

嘱　託 7.80 7.60 8.90 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.40 1.40 0.10 0.99

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 9.20 9.00 9.00 8.40 8.40

一般財源 34,492 33,994 29,419 32,533 32,713

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 34,492 33,994 29,419 32,533 32,713

1,748

人 件 費 Ｂ 33,034 32,580 28,153 30,965 30,965

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 1,458 1,414 1,266 1,568

成　　果 各学校園との円滑な連携、指導、相談を行い、個に応じた就学指導や特別な教育的支援の充実を図る。また、こ
とばの教室においては、保護者への相談活動や幼児児童生徒への言語指導の促進を図る。

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 市内在住の保育園、幼稚園、小学校、中学校の在籍幼児・児童生徒

（何又は誰を）

手　　段 巡回訪問の実施やことばの教室の運営、就学相談会を開催

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

○就学相談：子どもの状況把握と保護者の願いの聴取、専門家の意見聴取を行う。
○特別支援教育巡回相談：学校における特別支援教育に係る助言や児童生徒観察、保護者相談を実施する。
○大津市ことばの教室：ことばやコミュニケーションに課題がある子どもへの指導と保護者相談を行う。

運 営 方 法

目　　的 特別な教育的支援を要する幼児、児童生徒の健やかな成長に資するため

（何のために）

一般会計 政策 評価対象事業 特別支援教育相談事業費
予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

特別支援教育相談事業

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

01439 教育相談センター管理運営事業 2476 教育相談センター

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

大津市障害者基本計画

視点 03 一貫した子どもの発達支援

重事 04

大津市特別支援教育対象
児等教育支援委員会規則方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 02222 特別支援教育相談事業 記 入 者 前川　千秋

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 348

部　局　名 教育委員会 所 属 名 学校教育課 所 属 長 人見　和宏



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

□

■

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

□ 1.現状のまま継続 ■ 2.見直しの上で継続 （ ■ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

323

コスト増減率 - -5.01 -25.31

17 12

成果単位
コ ス ト

指標１ 305 267 205

指標２ 442 441

- -1.28 +18.18

活動単位
コ ス ト

指標１ 102 88 68

指標２ 17

77.00 91.00

成　果
増減率

指標１ - +12.38 +12.59

指標２

目　標
達成率

指標１ 113.00 127.00 143.00

指標２ 78.00

方 向 性
就学相談件数の漸増により、効率的な就学相談の実施をめざした体制づくりが必要である。今後も、更なる創意工夫に
より、効率的な相談の実施に努める。

部 局 長
コメント

就学相談件数の漸増に対し、効率的な相談の工夫とともに、保護者の心情に沿った丁寧な相談を心がけるために必要な
体制整備を検討する。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 特別な支援を要する児童生徒への相談、支援を行うことは地方公共団体の責務であり、本
市特別支援教育推進に貢献できている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 就学相談件数の漸増により、ガイドブック発刊等で効率的な相談実施に努めているが、更
なる工夫が必要である。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 巡回相談、ことばの教室の言語相談・指導については、同一の校園から複数回の相談依頼
があり、支援も充実してきている様子が見られ、有効である。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 特別な支援を要する児童生徒への支援ニーズが年々高まるなか、巡回相談、就学相談、こ
とばの教室での相談指導を行うことは特別支援教育室の責務として妥当である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

平成２８年の障害者差別解消法の施行により、インクルーシブ教育体制づくりが求められるとともに、特別な支
援を要する児童生徒への支援ニーズが年々高まってきている。

これまでの見直し
や改善等の経過

就学相談件数の漸増により、効率的な就学相談の実施を目指して平成２９年度末に就学相談ガイドブックを発刊
し、さらに平成３１年４月に改訂した。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由



　 　

＜１．基本事項＞

■ 直営 □ 指定管理者 □ 民間委託 □ 出資団体委託 □ 補助金交付 □ その他 （ ）

＜２．事業分析＞　ＰＬＡＮ

＜３．経費＞　ＤＯ

＜４．指標＞　ＤＯ

実績

１年間に相談等で教育相談センターに訪れた件数（来所相談、ことばの教室）

2

目標

4,500

実績 4,301 4,143 4,075 - -
成
果
指
標

1

教育相談センター来所件数
件

目標 4,500 4,500 4,500 3,500

実績

１年間の教育相談センターの開所日数

2

目標

293 293

実績 293 292 290 - -

令和 2年度 令和 3年度

活
動
指
標

1

教育相談センター開所日数
日

目標 294 294 294

0.00 0.00

指　　　標　　　名 単　　位 目標・実績 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1.30

嘱　託 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00
職員数
の内訳

正　規 1.40 1.40 1.15 1.30

臨　時 0.00 0.00 0.00

職　員　数　(人) 1.40 1.40 1.15 1.30 1.30

一般財源 12,537 12,269 10,224 11,221 11,183

その他 0 0 0 0 0

起　債 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0事業費
の財源
内　訳

  国　 0 0 0 0 0

県

事業費合計 Ａ＋Ｂ 12,537 12,269 10,224 11,221 11,183

1,583

人 件 費 Ｂ 10,360 10,360 8,355 9,600 9,600

決算額(千円) 決算額(千円) 決算額(千円) 予算額(千円) 見込額(千円)

直接経費 Ａ 2,177 1,909 1,869 1,621

成　　果 子どもの心身の健全な育成を図るための教育施設としての適切な運営

（どのような状態にするのか）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和 2年度 令和 3年度
備　　　考

対　　象 子どもの教育や子育てに悩む保護者や教員、不安や悩みを抱える子ども

（何又は誰を）

手　　段 相談室の提供・適応指導教室の提供

（どのようなやり方で）

事業の
概  要

教育相談センターは平成２７年２月に明日都浜大津ビルの１階・３階に移転した。開所日は月曜日から土曜日（日曜日と祝
日と年末年始の定められた日は休み）の６日間である。

運 営 方 法

目　　的 市内小中学校・園の教育相談の中枢機関として、教育相談に訪れる市民（保護者・教員・子ども）に教育相談を
実施し、学校へ行きにくい子どもたちに対し適応指導教室を開設して、心身の健全な育成を図るため（何のために）

一般会計 管理 評価対象事業 教育相談センター管理運営事業費

その他（事業数：  3件）

予
算
事
業

会　計 枠 事 業 種 別 予　算　事　業　名 始 期 ・ 終 期

その他

関連
事業

　コード 事　務　事　業　名　称 コード 所 属 名 称

02222 特別支援教育相談事業 2402 学校教育課

施策 04 子どもを守る仕組みの充実
関連する
個別計画

視点 03 一貫した子どもの発達支援

重事 99

教育相談センター条例
教育相談センターの管理
運営に関する規則

方針 01 子どもから高齢者までが輝いて、魅力あふれるまちを創ります

政策 01 子どもの未来が輝くまちにします

事務事業名 01439 教育相談センター管理運営事業 記 入 者 松代　眞由美

総合計
画の位
置付け

区分 コード 名　　　　　　　称
根　拠
法令等

令和 2年度　事務事業評価シート [令和元年度事後評価]
整理番号 380

部　局　名 教育委員会 所 属 名 教育相談センター 所 属 長 松代　眞由美



＜５．評価＞　ＣＨＥＣＫ

■

□

□

□

■

□

□

□

■

□

□

□

■ １．計画どおり事業を進めることが適当 □ ２．事業の進め方に改善が必要

□ ３．事業規模や見直しが必要 □ ４．事業の抜本的見直しや廃止が必要

■

□

□

□

＜６．今後の方向性＞　ＡＣＴＩＯＮ

■ 1.現状のまま継続 □ 2.見直しの上で継続 （ □ 2-1.拡充・重点化 □ 2-2.手段等の改善 □ 2-3.効率化

□ 2-4.簡素化・縮小 □ 2-5.統合 □ 2-6.その他 ）

□ 3.終期の設定 □ 4.終了（ ） □ 5.休止 □ 6.廃止

＜７．評価分析＞　 ※成果増減率、コスト増減率は対前年度比

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

％ ％ ％

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

千円 千円 千円

％ ％ ％

-

コスト増減率 - +1.59 -15.27

- -

成果単位
コ ス ト

指標１ 2 2 2

指標２ - -

-

活動単位
コ ス ト

指標１ 42 42 35

指標２ -

- -

成　果
増減率

指標１ - -3.67 -1.64

指標２

目　標
達成率

指標１ 95.57 92.06 90.55

指標２ -

方 向 性
平成２７年２月より明日都浜大津内で子ども発達相談センターと同一施設で開設。令和２年４月には、特別支援教育室
が開設される。３所属での執務室共用とともに、利用者数の漸増による相談室共用が難しくなってきていることから、
何らかの対策が今後必要である。

部 局 長
コメント

子ども発達相談センター・特別支援教育室とは、一部、対象年齢や対象者が重なっていることから、なお一層連携を密
にし、支援を充実させること。

区　分 平成29年度 平成30年度 令和元年度

総合評価

施策への
貢 献 度

Ａ．貢献している 教育相談や不登校対策、適応指導を通して子どもの健全育成、一貫した教育支援にかかる
施策に貢献できている。Ｂ．やや貢献している

Ｃ．あまり貢献していない

Ｄ．貢献していない

効 率 性
(事業手法は効
率的である

か。)

Ａ．高い 必要に応じて子どもの在籍する学校園との連携を密接にすることで、課題解決に向けて効
率的に相談等を行うことができている。Ｂ．やや高い

Ｃ．やや低い

Ｄ．低い

有 効 性
(事業分析の
「成果」欄に
記載の成果は
上がっている

か)

Ａ．上がっている 年間約３５００件の来所者があり、市民からの教育相談にかかるニーズに応じることがで
きている。Ｂ．やや上がっている

Ｃ．あまり上がっていない

Ｄ．上がっていない

妥 当 性
(実施主体又は
手段は妥当か)

Ａ．妥当である 子どもの情緒不安や集団不適応等の教育上の課題及び子育てに悩む市民に対して相談の場
を提供することは、市の重要な施策として必要である。Ｂ．ほぼ妥当である

Ｃ．あまり妥当ではない

Ｄ．妥当ではない

事業を取りまく
社会環境の状況

社会環境の変化等、様々な要因や背景により、集団不適応や情緒不安等、教育活動上の課題及び子育ての悩みが
複雑化、多様化してきている。

これまでの見直し
や改善等の経過

平成２７年２月に明日都浜大津に移転。子ども発達相談センター、学校教育課特別支援教育室と同一執務室で業
務を行っており、連携を強化している。

項目別評価 評　　　　価 評　　　　価　　　　理　　　　由


